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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第95期

第３四半期
連結累計期間

第96期
第３四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 10,788,197 12,569,716 16,907,118

経常利益 (千円) 117,014 362,489 469,149

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 4,444 △932,265 287,581

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 234,496 △560,064 506,119

純資産額 (千円) 14,207,204 13,801,539 14,478,828

総資産額 (千円) 31,505,576 35,441,187 32,096,348

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 3.81 △799.00 246.47

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.6 38.4 44.6
 

 

回次
第95期

第３四半期
連結会計期間

第96期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △24.25 △643.02
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第95期第３四半期及び第95期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。なお、第96期第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第95期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額又は四半期純損失金額を算定して

おります。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループの関連業界におきましては、電力関連では、小売り全面自由化

に伴う競争激化に加え、燃料価格の上昇もあり、電力各社では、設備投資・修繕費が引き続き抑制される厳しい状

況にありました。また、通信関連、建築・道路関連においても資材価格の高騰や受注競争の激化などもあり、経営

環境は、引き続き予断を許さない状況にありました。

このような状況のなか、当社グループは、生産体制の最適化を進めるとともに、生産効率化やコストダウンの徹

底による収益性の向上に注力し、業績の回復に努めた結果、トンネル換気設備工事や幹線鉄塔等の大型件名の売上

計上もあり、売上高は125億69百万円（前年同四半期比16.5％増）、営業利益は２億93百万円（同250.8％増）、経

常利益は３億62百万円（同209.8％増）となったものの、当社及び関係会社所有の土地（千葉県八千代市大和田新

田）の一部について環境対策費として４億28百万円ならびに当社砂町工場の土地売却に伴う一連の費用について事

業構造改善費用として12億69百万円をそれぞれ特別損失に計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は９

億32百万円（前年同四半期は四半期純利益４百万円）となりました。

セグメントの業績は、電力・通信関連事業では、売上高は74億27百万円（同13.9％増）、セグメント利益は５億

54百万円（同39.0％増）、建築・道路関連事業では、売上高は32億73百万円（同34.7％増）、セグメント利益は62

百万円（同103.7％増）、碍子・樹脂関連事業では、売上高は18億69百万円（同1.6％増）、セグメント利益は57百

万円（同50.7％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べ33億44百万円増加し、354億41百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ７億71百万円増加し、143億13百万円となりました。主な要因は仕掛品が４

億47百万円、繰延税金資産（「その他」に含まれている）が４億57百万円増加し、売上債権が３億44百万円減少し

たことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ25億73百万円増加し、211億27百万円となりました。主な要因は有形固定資

産が21億72百万円、投資有価証券が５億21百万円増加し、長期繰延税金資産（「投資その他の資産のその他」に含

まれている）が１億16百万円減少したことによるものです。

（負債)

負債は、前連結会計年度末に比べ40億22百万円増加し、216億39百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ21億91百万円増加し、114億49百万円となりました。主な要因は環境対策引

当金が３億45百万円、設備未払金（「その他」に含まれている）が３億41百万円、当社砂町工場の土地売却に伴う

土壌・地下水汚染対策費用及び建物解体費用の未払金（「その他」に含まれている）が12億40百万円増加したこと

によるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ18億30百万円増加し、101億90百万円となりました。主な要因は長期借入金

が17億96百万円増加したことによるものです。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ６億77百万円減少し、138億１百万円となりました。主な要因は利益剰余金が

10億48百万円減少し、その他有価証券評価差額金が３億47百万円増加したことによるものです。

 

EDINET提出書類

那須電機鉄工株式会社(E01365)

四半期報告書

 3/19



 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　①会社の支配に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念をはじめ当社の財務基盤や事業内

容等の企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。

一方、金融商品取引所に上場する株式会社としての当社の株主の在り方は、市場での自由な取引を通じて決まる

ものであり、当社の支配権の移転を伴う買収行為がなされた場合に、これに応じるか否かの判断も最終的には株主

の皆さまの意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の

利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆さまに株式の売却を事実上強要するおそれのある

もの、対象会社の株主や取締役会が買付行為や買付提案の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が

代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することのないもの、買付条件等が対象会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または不適当であるもの、対象会社の企業価値の維持・増大

に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊する意図のあるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資さないものも少なくありません。

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模な買付等を行

う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断し、法令および当社定款によっ

て許容される範囲で必要かつ相当な措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する

必要があると考えております。

　②会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

当社では、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上のために、次のような取組みを実施しておりま

す。

（イ）中長期的な経営戦略

当社は、昭和４年の創業以来、一貫して電力、通信、鉄道、道路など、わが国の公共基幹産業に配電金物や鉄

塔をはじめとする資材を提供し、社会インフラ整備の一翼を担い現在に至っております。

当社グループを取り巻く経営環境は、既存事業の成熟化や経済環境の変化などにより、需要が大幅に減少して

おり、また、受注競争の激化に伴う販売価格の下落により、採算性の悪化を招くなど、業界全体が極めて厳しい

状況下にあります。

このような状況に対処するため、当社グループは、第96期（平成29年度）事業年度のスタートにあたり、

「チェンジ＆チャレンジ／積極的なリスクテイクとそれを支える環境の再構築」を経営方針として掲げ、

イ.生産体制の最適化

ａ．経営資源の集中と全体最適化

ｂ．注力製品の洗出しと生産効率化

ｃ．重点設備投資による収益源の創造

ロ．成長力の強化

ａ．表面処理（タフZ10、低光沢処理）技術による販路拡大

ｂ．既存製品の販路拡大（リサイクル製品含む）

ｃ．特注品の強化

ハ．新事業の創出

を重点方針とし、グループ各社との連携をより一層充実して、経営全般の効率化を推進してまいります。

具体的な取組みとしては、営業基盤の拡大・強化のため、電力流通関連、情報通信関連、道路施設関連におい

て新製品を投入し、既存市場はもとより関連市場・新市場の開拓などにより競争力を強化し、更に、当社グルー

プが保有する技術や研究成果、設備を活かした新たなビジネスモデルを構築し、競争が激化する既存市場や新規

事業分野において勝ち抜くことができる柔軟で効率的な経営を目指して行きます。

このような取組みにより、経営環境の変化にも柔軟に対応しつつ、将来にわたる成長と株主還元の充実に鋭意

努力する所存であります。
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（ロ）コーポレート・ガバナンスの強化

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の継続的な向上を図るとともに、社会

から信頼され、必要とされる企業となるために、経営の透明性、法令等の遵守、業務の適正と効率性の追求、社

会から有用とされる製品やサービスを提供することにより企業の社会的責任を果たしていくことが重要であると

考えております。

当社グループは、昭和34年１月に創業者　那須仁九朗による三章からなる社憲「人の和」、「誠実」、「奉仕

の心」を制定し、当社グループの経営の拠りどころとして事業を展開し、現在に至っております。また、「企業

行動規範」を定め、法令や社会ルールを守る高い倫理観と厳しい自己規律を実現し、社会から求められる企業と

なることを目指しております。

業務執行・経営監視の仕組みについては、当社は毎月取締役会を開催し、重要かつ高度な経営上の意思決定を

迅速に行い、業務執行の監督や経営の透明性向上に努めています。

業務執行における重要事項を審議する会議体としては、常務会、リスクマネジメント委員会などの専門委員会

を設けており、代表取締役の業務執行上の意思決定を支援しています。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されること

を防止する取組みの概要

当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」（以下「本対応方針」といい

ます。）を導入しております。　　　　　　　　　　　

その概要は以下のとおりです。

　(イ) 本対応方針導入の目的

本対応方針は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。

 (ロ) 本対応方針の対象となる当社株式の買付

本対応方針の対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的と

する当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買

付行為とします。

　(ハ）特別委員会の設置

本対応方針を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性・合

理性を担保するため、現対応方針と同様に特別委員会規程に基づき、特別委員会を設置いたします。特別委員会

の委員は3名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している

社外取締役または社外有識者のいずれかに該当する者のなかから選任します。　　

 (ニ) 大規模買付ルールの概要

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な

情報を提供し、当社取締役会等による一定の評価・検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、という

ものです。

ただし、大規模買付行為ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、結果として当社に

回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断

する場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、必

要かつ相当な範囲内で、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置を講

じることがあります。

 (ホ) 本対応方針の有効期限等

本対応方針の有効期限は、平成30年6月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとなっております。

ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本対応方針を廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、その時点で廃止されるものとします。

導入後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。

（http：//www.nasudenki.co.jp）
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④本対応方針の合理性について（本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて）

当社では、本対応方針の設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本対応方針が上記①の会社の支配に

関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものとはならないと考えております。

　(イ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保また

は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。また経済産業省に設置された企業価値

研究会が平成20年6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏

まえたものとなっております。

　(ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを

株主の皆さまが判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、または株

主の皆さまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保し、向上させるという目的をもって導入したものです。

　(ハ）株主意思を反映するものであること

本対応方針は、株主総会における株主の皆さまのご承認をもって発効することとしており、その継続について

株主の皆さまのご意向が反映されることとなっております。また、本対応方針継続後、有効期間中であっても、

当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止される

ことになり、株主の皆さまのご意向が反映されます。

　(ニ）デッドハンド型およびスローハンド型買収防衛策ではないこと

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが

可能です。したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期を1年としており、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができ

ないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもございません。なお、当社では取締役解任決

議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をしておりません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億74百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800,000

計 4,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,200,000 1,200,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
100株で

あります。

計 1,200,000 1,200,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日
(注)

△10,800,000 1,200,000 ― 600,000 ― 9,392
 

(注) 平成29年６月29日開催の第95回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割

合で株式併合を行っております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　332,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,634,000 11,634 ―

単元未満株式 普通株式　 　34,000 ― ―

発行済株式総数         12,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,634 ―
 

(注) １．「単元未満株式」欄には、自己保有株式62株が含まれております。

２．平成29年６月29日開催の第95回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の

割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は10,800,000株減少し、1,200,000株と

なっております。

３．平成29年６月29日開催の第95回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。

 

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％）

（自己保有株式）

那須電機鉄工株式会社

東京都新宿区新宿一丁目

１－14
332,000 ― 332,000 2.77

計 ― 332,000 ― 332,000 2.77
 

(注) 平成29年６月29日開催の第95回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で株式併合（普通株式10株につ

き１株の割合で株式併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。これにより

当第３四半期会計期間末の自己株式数は、単元未満株式の取得分と合わせて33,223株となっております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,675,755 4,727,124

  受取手形及び売掛金 4,415,498 ※2  3,591,461

  電子記録債権 261,270 ※2  740,510

  製品 1,122,255 1,211,869

  仕掛品 2,044,905 2,491,969

  原材料及び貯蔵品 604,574 679,276

  その他 419,164 874,152

  貸倒引当金 △991 △2,527

  流動資産合計 13,542,433 14,313,837

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,392,003 2,092,928

   機械及び装置（純額） 1,232,397 1,735,676

   土地 9,131,633 9,106,205

   その他（純額） 905,581 1,899,609

   有形固定資産合計 12,661,616 14,834,419

  無形固定資産 180,293 228,427

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,796,703 2,318,189

   投資不動産（純額） 3,296,116 3,233,660

   その他 643,571 533,101

   貸倒引当金 △24,386 △20,449

   投資その他の資産合計 5,712,005 6,064,503

  固定資産合計 18,553,915 21,127,349

 資産合計 32,096,348 35,441,187
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,572,170 ※2  2,214,559

  電子記録債務 1,510,120 1,601,524

  短期借入金 1,021,000 1,274,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,528,224 1,364,824

  1年内償還予定の社債 80,000 270,000

  未払法人税等 62,454 50,123

  賞与引当金 214,772 92,366

  役員賞与引当金 41,500 -

  環境対策引当金 - 345,500

  その他 2,227,156 4,236,236

  流動負債合計 9,257,397 11,449,133

 固定負債   

  社債 1,570,000 1,485,000

  長期借入金 2,070,060 3,866,264

  再評価に係る繰延税金負債 2,052,330 2,052,330

  役員退職慰労引当金 226,326 219,665

  退職給付に係る負債 1,949,651 1,994,646

  その他 491,754 572,607

  固定負債合計 8,360,122 10,190,513

 負債合計 17,617,520 21,639,647

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 600,000 600,000

  資本剰余金 30,708 30,708

  利益剰余金 9,322,049 8,273,103

  自己株式 △76,994 △77,063

  株主資本合計 9,875,763 8,826,749

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 588,582 935,823

  土地再評価差額金 3,848,900 3,848,900

  退職給付に係る調整累計額 △8,034 9,783

  その他の包括利益累計額合計 4,429,448 4,794,507

 非支配株主持分 173,616 180,283

 純資産合計 14,478,828 13,801,539

負債純資産合計 32,096,348 35,441,187
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 10,788,197 12,569,716

売上原価 9,109,655 10,671,937

売上総利益 1,678,541 1,897,778

販売費及び一般管理費 1,594,892 1,604,331

営業利益 83,649 293,447

営業外収益   

 受取利息 251 57

 受取配当金 44,358 51,506

 受取賃貸料 229,861 229,730

 その他 18,616 18,551

 営業外収益合計 293,087 299,845

営業外費用   

 支払利息 52,981 48,052

 賃貸費用 158,432 152,117

 借入手数料 8,167 13,556

 その他 40,139 17,076

 営業外費用合計 259,721 230,803

経常利益 117,014 362,489

特別損失   

 事業構造改善費用 ※1  96,451 ※1  1,269,312

 環境対策費 - ※2  428,100

 特別損失合計 96,451 1,697,412

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

20,563 △1,334,922

法人税、住民税及び事業税 45,915 75,037

法人税等調整額 △13,559 △473,699

法人税等合計 32,355 △398,662

四半期純損失（△） △11,792 △936,259

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △16,237 △3,993

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

4,444 △932,265
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純損失（△） △11,792 △936,259

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 222,953 358,376

 退職給付に係る調整額 23,335 17,817

 その他の包括利益合計 246,289 376,194

四半期包括利益 234,496 △560,064

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 245,497 △567,207

 非支配株主に係る四半期包括利益 △11,001 7,142
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

受取手形割引高 10,000千円 ―千円

受取手形裏書譲渡高 1,349 〃 1,398 〃
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

受取手形 ―千円 76,151千円

電子記録債権 ― 〃 1,770 〃

支払手形 ― 〃 59,850 〃
 

　

　３　電子記録債権割引高

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

電子記録債権割引高 11,327千円 19,813千円
 

　

　４　保証債務

　関連会社のリース債務に対し、債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

保証債務 44,768千円 29,271千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　事業構造改善費用

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

生産体制の最適化及び資産の有効活用を進めており、当社砂町工場の生産機能を八千代事業所に移転することに

伴う費用であります。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

生産体制の最適化や資産の有効活用の一環として、当社砂町工場の生産機能集約に関連する費用を計上しており

ます。主な内容は、当社砂町工場の土地売却に伴う土壌・地下水汚染対策費用及び建物解体費用であります。

　

※２　環境対策費

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

当社及び関係会社所有の土地(千葉県八千代市大和田新田)の一部について、汚染除去等の対策費用の見積額を計

上しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 541,299千円 581,241千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 116,679 10 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 116,679 10 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

那須電機鉄工株式会社(E01365)

四半期報告書

15/19



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
調整額
（千円）
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注)２

電力・通信
関連事業
（千円）

建築・道路
関連事業
（千円）

碍子・樹脂
関連事業
（千円）

計
（千円）

売上高       

  外部顧客への売上高 6,518,874 2,429,524 1,839,798 10,788,197 ― 10,788,197

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

54,302 329,681 38,667 422,651 △422,651 ―

計 6,573,177 2,759,205 1,878,465 11,210,848 △422,651 10,788,197

セグメント利益 399,028 30,607 38,037 467,673 △384,024 83,649
 

(注）１．セグメント利益の調整額△384,024千円には、セグメント間取引消去92,763千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△476,787千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
調整額
（千円）
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注)２

電力・通信
関連事業
（千円）

建築・道路
関連事業
（千円）

碍子・樹脂
関連事業
（千円）

計
（千円）

売上高       

  外部顧客への売上高 7,427,400 3,273,157 1,869,158 12,569,716 ― 12,569,716

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

104,722 237,251 76,008 417,982 △417,982 ―

計 7,532,123 3,510,409 1,945,167 12,987,699 △417,982 12,569,716

セグメント利益 554,544 62,346 57,328 674,219 △380,772 293,447
 

(注）１．セグメント利益の調整額△380,772千円には、セグメント間取引消去92,117千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△472,890千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

３円81銭 △799円00銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

4,444 △932,265

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
(千円)

4,444 △932,265

普通株式の期中平均株式数(株) 1,166,794 1,166,790
 

(注) １．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。なお、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額を算定し

ております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月８日

那須電機鉄工株式会社

取締役会  御中

 

東陽監査法人
 

 
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　田　　島　　幹　　也　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　早　　﨑　　　　　信　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている那須電機鉄工株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、那須電機鉄工株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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